事例 後順位抵当権者による時効援用など
発表　中原、中村、唯井、牧野
　1　Ａ信用金庫は、1985年4月、弁済期を1987年6月30日としてＢに対し3000万円を貸し渡し、これと同時に、この債権を担保するために、Ｂ所有の甲土地に抵当権を設定し、その登記を行った。

　2　Ｂは、1989年10月、弁済期を1992年6月としてＣから1500万円を借り入れ、この債権を担保するために、甲土地に第2順位の抵当権を設定し、その登記を行った。

　3　Ｂが営む事業は、1989年ころから行き詰まり気味となっており、Ｂは、事業の立て直しをはかるとともに、知人のＤに依頼して債務整理を試みていた。Ｄは、この依頼を受けてＡ信用金庫にも赴いて交渉を行っていた。

　4　Ｃは、1992年4月ころ、Ｂに対する債権回収に向けた調査・準備に取りかかったところ、Ｂは、無資力状態であり、甲土地に設定した第2順位の抵当権を実行しても債権回収は困難であることが判明した。

　以上の経過を踏まえて、Ｃは、1992年5月、Ｂに対する債権を回収する方策について、弁護士Ｌに相談した。Ｌは、Ｃと面談してＢとの契約時における書類その他の資料を精査し、また、Ａ信用金庫、ＢおよびＤに関する調査を行ったところ、関係者から、次の〔Ⅰ〕〔Ⅱ〕のような証言が得られるに至った。

〔Ⅰ〕

　「Ａ信用金庫は、実は、弁済期が来てからもＢさんに対して何も請求していないのですよ。プロの金融機関として、これは問題です。しかし、Ｂさんは、生来、真面目な人ですから、借りた3000万円を長い間返していないことを気にしており、7月か8月には何とか返済の目途をつけて、『今年中には必ず返す』と申し向けてやりたいと言って、今も金策に奔走しているのです。」

〔Ⅱ〕

　「Ｂさんが真面目な人であることは事実です。しかし、Ｂさんの知人のＤというのは、Ｂさんの幼なじみですが、暴力団の組員です。Ｂさんが自分の債務整理をＤに依頼したのは、決して悪気があってやったことではないと思います。しかし、Ｄは、これを機に自分も一儲けしようとたくらみ、債務整理の交渉と称してＡ信用金庫に赴いた際、「1000万円程度の内入弁済をした上で、Ｂに順次残額の弁済をさせるので、甲不動産につき第1順位の抵当権を実行するのを控えろ」と申し出たと聞いています。もちろん、自分が仲介料を取るつもりだったのでしょう。そこで、Ａ信用金庫は、Ｄの背後にいる暴力団の影響が及んでくるのを恐れて、第1順位の抵当権実行の申立てを控え、また、時効中断の手続をとることに消極的だったのです。今も、Ａ信用金庫は、Ｂさんに対し正面から権利行使することを躊躇していますよ。」

【設問】

　上記1～4の記述、および〔Ⅰ〕〔Ⅱ〕の証言が事実であるとして、Ｌは、ＣがＢに対して有する債権の回収をはかるための法律構成や問題点などについて、Ｃに対してどのような回答をするべきか検討しなさい。
時効制度の復習
時効　

[時効制度]：ある事実状態が一定期間継続する場合に、それが真実の権利関係と一致するか否かを問わず、それを尊重して、その事実状態に即した権利関係が確定しうるとする制度。

(ⅰ)消滅時効の存在理由
1 永続した事実状態の尊重

本体権利者でないものが長期、物を占有しているとし、そこに占有を信用した善意の第三者が現れるとする。その状態が永続すると、それを前提とした種種の事実･法律関係が形成され、真の権利関係との相違を理由にこれを覆すと、それを前提として形成された事実・法律関係も覆されることになってしまい、社会的混乱を招く。

2 権利の上に眠る者は保護しない

　　権利者自信がその権利を行使せずに、それを保持してゆくための最小限度の努力も怠る場合は、法はそのものを保護するに値しないと考える。

3 過去の事実の立証困難の救済

　　本当は誰の所有物なのかがわからなくなってしまうことがある。そのような場合に、権利が自分のものであると証明できないと不都合があるので、事実状態が継続していれば権利があるものとして救済されることになった。

(ⅱ)時効にどのような法律効果を生じさせるか

1 実体法説

時効は、実体法(たとえば民法)上の権利得喪原因であるとする考え方で、消滅時効の存在理由①②に親和的である。

2 訴訟法説

　　時効は、債務者が弁済の事実を証明し、あるいは所有権者が自らの所有権を証明する困難を緩和するための制度であるとする考え方で、消滅時効の存在理由③に親和的である。

(ⅲ)消滅時効の要件

１．消滅時効にかかる権利・かからない権利

〈かかる権利〉(１６７条)

　債権、所有権以外の財産権(地上権･地役権・永小作権など)

〈かからない権利〉

　所有権

２．要件

　　①事実状態の存在：法律上の障害がないのに権利を行使しない状態

②事実状態が一定期間継続すること

③法定中断のないこと。

④当事者の援用

３．消滅時効の起算点

　　権利を行使しうるとき(１６６条１項)

　　＝期限や停止条件付きの債権の場合、期限が到来し、あるいは条件が成就したとき。

４．時効期間

　　債権は１０年、債権・所有権以外の財産権は２０年(１６７条２項)

(ⅳ)時効の援用

１．消滅時効の援用(１４５条)

　[援用]：事項によって利益を受けるものが時効の利益を受ける意思を裁判上で表示すること。この意思表示がなければ時効による効果は発生しない。理由としては、時効の利益を受けることは当事者の良心に反する場合もありうるので、利益を受けるかを当事者の意思に委ねたからというものである。

２．援用権者

時効の援用を主張できるもののことを援用権者という。時効は当事者が援用しなければならない(１４４条)とされている。時効の当事者とは、時効によって利益を受けるもの及びその承継人のことである。

(ⅴ)時効の効果

　　消滅時効が完成するとその起算点から権利を有していなかったことになる。援用権者が２人以上いる場合、１人が援用をしてもその効力は他の援用権者には及ばない(援用の相対的効力)

(ⅵ)時効の中断

[時効の中断]：それまで進行してきた時効期間が全く効力を失うこと。

　　　　　　　時効の中断があると、改めてゼロから時効が進行することになる。

(a) 趣旨

1 債権者の権利行使により事実状態の継続性が破れる

2 債権者の権利行使があるため権利の上に眠るものとはいえなくなる。

3 真実の権利の主張や承認などの事実によって権利の存在が確定されるので、時の経過による過去の事実の証明についての困難性が失われる。

(b) 中断事由

時効が中断するには、民法で定める以下の時効中断事由が必要である。

1 請求(１４７条１号)

2 差押・仮差押または仮処分(１４７条２号)

3 承認(１４７条３号)

1 請求について

　権利者が、時効の利益を享受しうるものに対して、その権利を主張すること。

[裁判上の請求]：訴えを提起することであり、訴えて意気のときに時効中断の効力を生じる。ただし、訴えが却下、または取り下げられた場合には、時効の中断の効力は発生しない(１４９条)。

[催告]：債権者が債務者に弁済を請求するというように、裁判外で、債権者が債務者に対して履行を請求すること(意思の通知)。ただし、催告自体には時効を中断する効力はなく、催告後６ヶ月以内に裁判上の請求などをしなければ事項は中断しない(１５３条)。また、催告を繰り返し行うことは出来ない。

2 差押・仮差押または仮処分について

　　　[差押]：確定判決その他の債務名義に基づいてなす強制執行行為。

　　[仮差押]：強制執行の不能又は著しく困難となる恐れのある場合に執行機関によってこの強制執行を保全する手段。

　　[仮処分]：仮差押と同じ。

3 承認について

[承認]：時効利益を受けるべきものが、権利の不存在又は権利の存在を権利者に対して表示すること(観念の通知)。たとえば、支払猶予の申し入れ、利息の支払い、一部弁済などである。

(c) 効果

　　原則：時効が中断されると、それまでに経過した時効期間がすべて無に帰することになる。その後も事実状態が存続するときは、その時点から新たに時効が進行する(１５７条１項)。法定中断は原則として、当事者及びその承継人の間にだけその効力を生じる(中断の相対効)(１４８条)。

　　例外：催告だけは時効の中断そのものを発生せず、６ヶ月間の時効猶予に留まる。
抵当権の説明

１、抵当権とは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	民法３６９条１項

抵当権者は、債務者又は第三者が占有を移転しないで債務の担保に供した不動産について、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利を有する。


担保物権（弁済の確実性を確保するために、債権者が、債務者又は第三者に属する財産の上に優先的に権利を行使することが法律上認められている物権）の一つ。当事者間の設定行為によって初めて生ずる、約定担保物権である。

抵当権：債務者又は第三者が占有を移さないで債務の担保に供した不動産等につき、債権　　　者が他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利。

２、本質的特徴

（１）目的物の占有を設定者の下にとどめる。

（２）公示方法は登記による。

（３）優先弁済的効力がある。

　・優先弁済的効力…債務の弁済が得られないときに、債権者が目的物を換価して上、他の債権者に先立って弁済を受けることができること。

（４）担保物権としての通有性（共通の性質）を有する。

　①付従性…担保物権の発生には債権の存在を必要とし、債権が消滅すれば担保物権もまた消滅するという性質。

　②随伴性…被担保債権が他人に移転すれば、担保物権もそれに伴って移転すること。

　③不可分性…債権全部の弁済を受けるまで目的物の上に権利を行使しうること。

　④物上代位性…目的物の売却・賃貸・減失・損傷等により債務者が受ける金銭その他の物に対しても権利を行使できること。

問題の考察　
債権の消滅時効期間は原則として10年 (167条1項)。
ただし、商行為によって生じた債権については、原則的な消滅時効期間は5年に短縮される (商法522条)。
民法167条1項
　債権は、十年間行使しないときは、消滅する。
商法522条
　商行為によって生じた債権は、この法律に別段の定めがある場合を除き、5年間行使しないときは、時効によって消滅する。(但し書き以下省略)
時効の援用権者
　
民法145条
　時効は、当事者が援用しなければ、裁判所がこれによって裁判をすることができない。
民法145条は、「当事者」が時効の利益を援用しなければならない旨を規定している。そこで誰が当事者として時効を援用できるのかが問題となる。判例は、援用権者を「時効により直接利益を受ける者」すなわち「取得時効に因り権利を取得し又は消滅時効に因りて権利の制限若くは義務を免るる者」を指し、間接に利益を受ける者は当事者ではない、としており、 (大判明治43・1・25民録16-22、最判昭和44・7・15民集23-8-1532)、比較的その範囲を狭く解している。(ただし、判例は援用権者の範囲を広げる傾向にある)。これに対して学説は一般により広く解そうとする。
では、具体的にどのような者に時効援用権を認めるべきか。
消滅時効の場合、判例は以下の者をにつき、「時効により直接利益を受ける者」と判断している。
①保証人　
②連帯保証人　
③物上保証人　
④抵当不動産の第三取得者　
⑤売買予約の仮登記のなされている不動産の第三取得者　
⑥売買予約の仮登記に後れる抵当権者　
⑦詐害行為の受益者
このように判例は消滅時効の援用権者の範囲を拡大している、しかし、「後順位抵当権者」について、判例は、「時効により直接利益を受ける者」つまり援用権者として認めてはいない。
＜判例：最高裁平成11年10月21日、民集53巻7号1190頁・百選Ⅰ(41)事件＞
事件の概要

　一　Ｙ商工信用組合は、Ａ社との間で信用組合取引に関する取引契約を締結し、Ａ社に対して右契約に基づく貸付けを原因とする貸付金債権を有し、右取引契約から生ずる債権を担保するために合計一七の土地・建物について、極度額一億五〇〇〇万円とする根抵当権（本件根抵当権）を有している（残元本一億二〇〇〇万円強）。Ｘ１社は、右一七の不動産全部についての後順位の抵当権者・根抵当権者であり、Ｘ２は、右のうちの一四の不動産を譲り受けた第三取得者であると主張するものである。本件は、ＸらがＹの貸付金債権は時効によって消滅したと主張して、本件根抵当権設定登記の抹消登記手続を求めて提起した訴訟であり、Ｙは、貸付金債権の時効消滅の主張に対して、（１）　債務の承認、（２）　Ｘ１は援用権を有しない、（３）　消滅時効の援用は権利の濫用である、との三点を主張して争った。右（３）の権利濫用の主張は、次の事情を前提としている。すなわち、Ａ社は、倒産に当たって、暴力団に債務の整理を依頼したところ、その組長Ｂは、配下の者にＡ社の資産の管理に当たらせ、本件の不動産について、その所有名義を関係者に移転したり、多額の債権を被担保債権とする抵当権を設定するなどした。Ｙの担当者は、Ｂから執拗に圧力をかけられ、交渉のため、何度もＢと面会しているなどの事情がある。Ｘ２は、Ｂの妻である。Ｙは、右事情からすると、Ｘらが消滅時効を援用するのは権利濫用であると主張した。

　一、二審とも、Ｘらの請求を棄却すべきものとした。Ｘ１については、いずれも、後順位抵当権者は、民法一四五条の当事者には当たらず、消滅時効を援用することはできないことを理由とした。Ｘ２については、一審は、消滅時効を援用することは信義に反し権利の濫用となることを理由とし、原審は、各不動産の所有者はＢであって、Ｘ２は第三取得者ということができないことを理由とした。Ｘらから上告したのが本件であり、判示事項は、Ｘ１の上告理由に係るものである。
判決の要旨

「民法145条所定の当事者として消滅時効を援用し得る者は、権利の消滅により直接利益を受ける者に限定されると解すべきである。後順位抵当権者は、目的不動産の価格から先順位抵当権者によって担保される債権額を控除した価額についてのみ優先して弁済を受ける地位を有するものである。もっとも、先順位抵当権の被担保債権が消滅すると、後順位抵当権者の抵当権の順位が上昇し、これによって被担保債権に対する配当額が増加することがあり得るが、この配当額の増加に対する期待は、抵当権の順位の上昇によってもたらされる反射的な利益にすぎないというべきである。そうすると、後順位抵当権者は、先順位抵当権の被担保債権の消滅時効を援用することができないものと解するのが相当である。」として、後順位抵当権者は、先順位抵当権者の被担保債権の消滅時効を援用することはできないと結論付けた。
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Qなぜ後順位抵当権者による時効援用は認められないのか？
A．法律関係が複雑になりすぎるから。民法が想定していないことが起こるから。
　
学説には後順位抵当権者の時効援用を認めると法律関係が複雑になることを理由に、その援用権を否定する見解がある。例えば、１番抵当権の被担保債権の消滅時効につき、２番抵当権者が時効を援用せず、３番抵当権者のみが時効を援用した場合にはどうなるのか。１番抵当権は２番抵当権には優先するが、３番抵当権には劣後する。しかし、２番抵当権消滅時効を援用しないからといって、２番抵当権３番抵当権に劣後することにはならないはずであり、３つ巴の関係が生ずる。このように考えると、後順位抵当権者の時効援用が否定されるのは単に法律関係が複雑になるというよりも、被担保債権の消滅時効を援用した特定の抵当権者との相対関係のみ先順位抵当権が消滅するという法律関係が生ずることを民法は想定していないことによると説明すべきではないか。これが後順位抵当権の時効援用が否定される真の理由だと考えられる。
それでは、先順位抵当権者の被担保債権の消滅時効を援用することを否定された後順位抵当権者はどのようにして自己の債権を保全すればよいだろうか。
そこで、次に時効援用権の代位行使(423条)について考える。
民法423条1項
　債権者は、自己の債権を保全するため、債務者に属する権利を行使することができる。ただし、債権者の一身に専属する権利は、この限りでない。
そもそも債権者の資格で、時効援用権を代位行使できるであろうか。消滅時効の援用は、権利の行使が本人の自由意思に委ねられるべき権利 (行使上の一身専属権)であり、債権者は債務者の有する消滅時効の援用権を代位行使できないとういう見解もあるが、判例は、債権者は、債務者の資力が自己の債権の弁済を受けるについて十分でない事情があるかぎり、自己の債権を保全するのに必要な限度で、債務者に代位して、他の債権者に対する債務の消滅時効を援用できるとしている。
＜判例：最判昭43年9月26日、民集22巻9号2002頁＞

C公庫はAに対し、105万円の債権を有していたが (Bはその物上保証人)、消滅時効が完成した。他方、Bに対し、Dは130万円の債権を有する債権者である。Bが消滅時効を援用しないので、D(原告)が、自己の債権を保全するため、C(被告)に対し、CのAに対する債権につきBの援用権の代位行使を主張した。

「金銭債権の債権者は、その債務者が、ほかの債権者に対して負担する債務、または・・・・・・・
他人の債務のために物上保証人となっている場合にその被担保債権について、その消滅時効を援用しうる地位にあるのにこれを援用しないときは、債務者の無資力が自己の債権の弁済を受けるについて十分でない事情にあるかぎり、その債権を保全するに必要な限度で、民法423条1項本文の規定により、債務者に代位して他の債権者に対する債務の消滅時効を援用することが許されるものと解する」とし、CのAに対する債権につきBの援用権の
代位行使を認めた。

[image: image2]　
＜あてはめ＞
それでは、本問について検討していく。
民法では債権の消滅時効期間は原則として10年 (167条1項)だが、商行為によって生じた債権については、原則的な消滅時効期間は5年に短縮される (商法522条)。
本問について検討すると、商法総則・商行為の判例より信用金庫Bは商人にはあたらない。また、貸金業者からお金を借りてもそれだけでは商行為にはあたらない。しかし、本問ではBはA信用金庫から事業資金のために3000万円借りている。これは付属的商行為にあたり、商法が適用されることとなる。そのため、AがBの不動産に対して持つ、一番抵当権の被担保債権の消滅時効完成期は1987年6月30日から5年後の1992年6月30日となる。
CはBの不動産に対し抵当権を持つものの、Aとの関係では後順位抵当権者である。よって、Aの先順位抵当権の被担保債権が消滅し、後順位抵当権者Cの抵当権の順位が上昇し、これによって被担保債権に対する配当額が増加するとしても、この配当額の増加に対する期待は、抵当権の順位の上昇によってもたらされる反射的な利益にすぎない。そのため、後順位抵当権者Cは、民法145条の「時効により直接利益を受ける者」つまり「当事者」とは認められず、先順位抵当権の被担保債権の消滅時効を援用することができない。
　しかし、Cの債務者Bは無資力状態であるため、債権者代位権の無資力要件を満たす。そして一番抵当権の被担保債権の消滅時効完成期が来て、その消滅時効を援用できるにもかかわらず、Bがこれを援用しない場合、債権者Cは自己の債権を保全する必要があるから、債権者代位権に基づきCが、債務者Bに代位して他の債権者Aに対する債務の消滅時効の援用が許されるべきである。
したがって、Cが自己の債権の回収をはかるためには、AがBに対して持つ債権の消滅時効完成期後、423条1項本文の規定により、Cが、Bに代位してBのAに対する債務の消滅時効を援用すべきである。
ところで、本問において〔１〕〔２〕の証言、暴力団員Dの存在はどのような意味を持つのであろうか？＜判例：最高裁平成11年10月21日、民集53巻7号1190頁・百選Ⅰ(41)事件＞の事例では、本問におけるCにあたる人物Xは暴力団組長の妻である。そして信用組合Yは暴力団から圧力を受けたために抵当権の実行をできずにいた。後順位抵当権者Xと暴力団組員が親族にあるという近い関係にあるなかで、Xが債権者代位権の行使によって、A社の有する消滅時効の援用権を行使しようとすると、A社が右援用権を行使することが権利の濫用にあたるかどうか問題になる。しかし、本問においては、暴力団組員DはBの友人であり、Cとは面識もない人物である。そのため、Cが債権者代位権の行使によって、Bの有する消滅時効の援用権を行使しようとしても、権利の濫用にはあたらない。
したがって、Cは自己の債権の回収をはかるために、AがBに対して持つ債権の消滅時効完成期後、423条1項本文の規定により、Cが、Bに代位してBのAに対する債務の消滅時効を援用できる。
＜判例の場合＞
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＜本問の場合＞
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補足
債権者代位権の要件

①債権者の債権を保全するために必要であること

②債権者自らその権利を行使しないこと

③債権は原則として履行期にあること

時効援用権の代位行使

判例は時効援用権の範囲を狭く解した上で、その補完機能を債権者代位権に求め、時効援用の代位行使を認める。

昭和４３年　９月２６日／最高裁判所第一小法廷／判決／昭和４１年（オ）第７７号
時効援用権の代位行使を認める判決に対し、裁判官松田二郎の反対意見
消滅時効の制度は、債権不行使という事実状態が継続したとき、その長い間の事実状態を尊重して、権利の上に眠る者を保護しない制度であるが、債務者が債務を履行すべきことは、道義上当然のことであり、いわば自然法上の要請ともいうべきであるばかりでなく、もし、私法上において一定期間の経過により当然に消滅時効の完成による債務消滅の効果が債務者に及ぶものとするときは、その利益を享受することを欲しないで誠実に債務を履行しようとする者の意思を無視することとなろう。そこでわが民法は、時効の利益の享受

をば当事者の援用によるものとし（民法一四五条）、すなわち、その援用を専ら当事者の意思に繋らしめているのである。しかるに、債権者代位権の制度は、債権者において債務者の意思にかかわりなく債務者の有する権利をば行使し得ることを認めるものである以上、権利を行使するか否かが専ら債務者の意思に委ねられている権利については、この代位行使が認められないのである（同法四二三条一項但書参照）。そして、前述のごとく消滅時効の援用は専ら援用権者の意思に繋らしめられているからには、債権者が債務者の有する消滅時効援用権を代位行使するがごときは許されないものと考える。そしてこのように解することは、消滅時効を援用し得る者は権利の時効消滅によつて直接利益を享受する者に限られる趣旨にも副うものである。しかるに、多数意見は、債権者による債務者の消滅時効援用権の代位行使を肯定するのである。今、もし、多数意見に従うときは、多くの不当の結果を生じる。多数意見に従えば、たとえば、

　(１)　商人が経営上の難局に遭遇し多額の債務を負担しながらも、消滅時効にかかつた債務につき、時効を援用する意思なく、挽回の上将来これを支払うことを心掛けているとき、たまたま同商人に対する一人の大口債権者が、その商人に代位して同人の消滅時効を援用して多くの債務を一挙に消滅せしめ、これによつて自己の債権の保全をはかることが可能となろう。このような結果を是認し得るであろうか。

　
(２)　一人の債務者に対し二人の債権者があり、その額が等しく、しかもいずれも消滅時効にかかつているとき、そのうちの一人の債権者が債務者に代位して他の債権につき消滅時効を援用してこれを消滅せしめ、自己の債権の保全をはかることも可能となり、かくて他人に先んじて時効を援用した債権者のみが弁済を受け得ることとなる。しかし、その不当なことは明らかである。

　今本件についてみるに、原審の確定したところによれば、上告人は訴外Ａに対する自己の債権保全のため、債務者たるＡに代位して同人の被上告人に対する債務につき消滅時効を援用したというのであつて、多数意見はこの時効援用を肯定するが、私は叙上の見地に立つてこれを否定するものである。従つて、私は本件につき結局多数意見と結論を異にし、本件上告を棄却すべきものと考える

援用権者
民145 条によると、時効の援用は「当事者」が行うとされているが、この「当事者」とは誰のことを指すのか。判例は一貫して「当事者」とは、「時効によって直接に利益を受けるべき者」としている。しかし、ところどころに判断の変更が見られる。
具体例
①債務者
時効によって消滅する債務の債務者は言うまでもなく、時効によって直接、義務を免れるため、民145 条の「当事者」の典型例である。連帯債務者も同様であるが、一人の債務者が援用を行っても、他の債務者には影響しない。
②保証人（大判大正4.12.11 民録21 輯2051 頁）
保証債務は主たる債務とその運命を共にする。したがって、主たる債務が消滅すればその付従性によって保証債務も消滅する。したがって、保証人が主たる債務の時効消滅を援用することによって債務の消滅という利益を直接的に受けるということができるので、援用は認められている。連帯保証人（大判昭和7.6.21 民集21 巻8 号2110 頁）も同様であるが、一人の保証人が援用を行っても、他の保証人には影響しない。
③物上保証人
ケース１
X がY から3000 万円を借り入れる際に、A は、所有する土地甲に抵当権の設定を受けた。
しかし、X は返済できなくなり、5 年以上が経過してからY は甲に設定された抵当権の実
行を裁判所に申し立てたが、A は、X の債務についてはすでに時効が完成しているとして
異議を申し立てた。
この場合、A は物上保証人になるが、A がX の債務の時効消滅を援用できるかどうかにつ
いては、裁判に変更が見られる。旧判例（大判明治43.1.25 民録16 輯22 頁）では、A はX の債務の時効消滅によって直接的に義務を免れるわけではなく、間接的に負担を免れるだけであり、「時効により直接利益を受ける者」にあたらないとしていた。しかし、現判例（最判昭和42.10.27 民集21 巻8 号2110 頁)では、Y の抵当権が実行されると、A は甲についての所有権を失う。従って、A もX の債務の時効消滅により、権利の喪失を免れるという利益を直接的に受ける地位にあり、時効を援用することが認められるようになった。
④抵当不動産の第三取得者
上のケースで、Y が抵当権を実行する前にB がA から甲を譲り受けていた場合に、B がX

の債務についての消滅時効を援用できるかどうかであるが、B は物上保証人A の地位を包括的に承継していると考えられるので、③の内容がそのまま当てはまるため、時効の援用が認められる。ここでも判例に変更が見られる。
（旧判例：前掲大判明治43.1.25、現判例：最判昭和48.12.14 民集27 巻11 号1586 頁）
⑤詐害行為の受益者
ケース２
X がY から3000 万円を借り入れたが、返済に窮するようになった。それから5 年以上が
経過した後、支払い不能に陥ったX は、債務の追求を逃れるために唯一の財産である土地
甲を内縁の妻Z に贈与し登記も移転した。そこでY は、X の行為が詐害行為に当たるとし
て、その取り消しと登記の抹消を求めたが、Z がすでにX の債務について時効が完成して
いる以上、Y の詐害行為取消請求権も消滅していると主張し、請求を拒否した。
無資力の債務者が、その債務の追及を逃れるために残りの財産を他人に贈与するなどして処分すると、債権者はその債権を回収できなくなる。このように、債務者が、債権者を害すると知ってした行為を詐害行為といい、債権者は、債務者が行った詐害行為の取消を裁判所に請求することができる（４２４条1 項）。このケースにおいては、Z は詐害行為の受益者であるが、Z に援用が認められるかどうかについては判例に変更があった。旧判例（大判昭和3.11.8 民集7 巻980 頁）ではZ はX の債務の時効によって直接に義務を免れるわけではなく、取消権が消滅する結果、間接的に利益を得るだけであり、「時効により直接利益を受ける者」にあたらない、としていた。しかし、現判例（最判平成10.6.22 民集52 巻4 号1195 頁)ではY が詐害行為を取り消すと、Z は詐害行為によって取得していた甲の所有権を失う。ということは、X の債務が消滅すれば、Y の債権も消滅し、その一部である詐害行為取消権も消滅するので、Z は権利の喪失を免れる、という利益を直接受ける地位にあるので、時効の援用が認められるとした。
⑥一般債権者（大判大正8.7.4 民録25 輯1215 頁）
ケース３
X がY から500 万円借り入れた。その3 年後、今度はX がZ から500 万円を借り入れた。
さらにその3 年後に、X は返済不能に陥ったため、Z がX 所有の土地甲を差し押さえ、競
売の申し立てをしたのでY も配当要求をした。しかし、Z はY に対するX の債務は時効
消滅しているとして、意義を申し立てた。
この場合、Z はほかの債権者と平等にX の財産から債権を回収する権利しか持っていない。したがって、ほかの債権者Y に対するX の債務が消滅しても、Z の権利自体の変化が生じない。以上から、Y のような一般債権者は「時効により直接利益を受ける者」にはあたらないため、援用は認められない、とされている。
⑦目的不動産上に建てられた建物の賃借人（最判昭和44.7.15 民集23 巻8 号1520 頁）
ケース４
X はY 所有の土地甲も自分の土地に含まれると信じて占有していた。X が甲の上に建物乙を建てて、乙をZ に賃貸していた。X が占有を始めて20 年あまりが経過してからY が立ち退きを求めてきた。
Z がX の取得時効を援用できるかどうかという問題であるが、判例はZ の援用を認めない
としている。X が甲を時効取得することによって利益を得るのはあくまでもX 本人であり、ZはX が甲を取得した結果、間接的に利益を受けるに過ぎず、Z は「時効により利益を受ける者」にはあたらない、と解されている。
⑧目的不動産の賃借人(東京高判昭和47.2.28.判例時報662 号47 頁)

ケース５
X はY 所有の土地甲を自分の土地に含まれると信じて占有していた。X は甲をZ に賃貸し、Zが甲の上に建物乙を建てて住んでいた。X が所有を開始してから20 年あまりが経過した後、Y が立ち退きを求めてきたが、Z は、X が甲を時効取得したため、立ち退く必要はないと主張した。
Z がX の甲についての取得時効を援用できるかという問題であるが、判例はZ の援用を認
めていない。上の⑦と同様に、時効によって利益を受けるのは本人X であり、Z が直接利益を受けるのではないため、Z は「時効により直接利益を受ける者」にはあたらないからである。
＜参考文献＞
・内田貴『民法Ⅰ 総則・物権総論』
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